
採用方針（案） ～社会人採用重視による組織強化～ 
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民間経験者 

（25 歳以上での採用） 

 

①平成２３年度までの職員数削減計画の修正 

35 歳以下 13.5％

②年齢構成の是正と人材の多様化 

今後の

中堅 

【社会人採用の重視】 

組織強化、年齢構成の是正のため、社会人採用の構成比を引上げ、大卒・高卒程度と社会人採用を 

組み合わせて、実施。 
  

○H22 採用 行政職 大卒・高卒程度 15 人〔50％〕、社会人採用 15 人〔50％〕 

（H21 採用 行政職 大卒・高卒程度 25 人〔64％〕、社会人採用 14 人〔36％〕） 
 

○社会人採用について、年齢幅拡大や役付採用（主査級）できる手法を検討。[人事委と調整中]  
 

行政職（一般行政部門） 

【採用の継続実施】 

  派遣引上げを踏まえ、現行計画から、より一層の採用抑制を行いつつ、最小限の採用を実施。 

   行政 30 人、技術職競争試験（土木、建築等）25 人、選考〔※〕（医師、社会福祉等）75 人、総計 130 人 
 
  （※）医師、社会福祉等技術、任期付等 

   府民の生命・安全に係わる職種及び法令等で配置基準が定められている職種については、職種毎に

配置基準や行政職等での代替可能性、市場化テスト・権限移譲など職種のあり方をゼロベースで精査し、

採用の可否を検討。このうち、医師については、医師不足への対応のため、個別審査で随時採用。 

（ア）現行計画 （イ）計画修正

H21 H22 H23 H21 H22 H23

退職 △ 770 △ 700 △ 600 △ 770 △ 700 △ 600

（うち定年退職） （△550） （△500） （△410） （△550） （△500） （△410）

出資法人派遣戻り等 260 120 180 370 200 200

採用 150 250 220 150 130 130

合計（単年度削減数） △ 360 △ 330 △ 200 △ 250 △ 370 △ 270

H14からの削減累計
（Ｈ１４～Ｈ２０までの削減累計△5,310）

△ 5,670 △ 6,000 △ 6,200 △ 5,560 △ 5,930 △ 6,200

府民感覚による府政改革、職員の意識改革を図る

ため、顧客主義、経営感覚、マネジメント能力な

どの強化が急務 

①さらなる組織のスリム化の基本方向、組織戦略の策定 

 

○将来ビジョンの実現、地方分権（国からの権限移譲、市町村への権限移譲、関西州）、財政状況を踏

まえ、将来の府庁組織を見極めた組織戦略が必要。 
 
 
 

○現行の職員数削減計画は、平成２３年度までの１０年間で、６，２００人削減。 
 
○組織のスリム化と組織強化を進める組織戦略（素案）を作成。・・・別紙 
 
○さらに、外部人材の参画も得て、戦略本部会議で組織戦略の具体化と精査を行う。 

 
（１） 組織戦略と検討の視点 

②検討にあたっての視点 
 
 
○組織強化のため、多様な人材の確保（民間感覚の注入） 
 

○将来の組織運営を睨み、歪な年齢構成（行政職 35 歳以下 13.5％）の是正が必要 
 
○百年に一度の経済危機の下、厳しい雇用環境に対して、雇用確保の責務 
 
※６月下旬に試験を実施するためには、募集人数の決定が必要[４月前半] 

○３０歳代の層が薄い職員構成をできるだけ是正 

 

○新たな歪を生まないよう、大卒・高卒程度を実施 

上記方針は、公安委員会、教育委員会の採用は除く。 

（２） 府庁組織に必要な人材と採用方針 

出資法人への派遣のさらなる引き上げにも対応できるよう、派遣戻りを上積みした上で、  

継続的な採用を計画。 



 大阪府組織戦略（素案） 
関西州・地域主権の実現をめざす組織変革 

関西州・ 

地域主権の実現 

組織力 

量的改革 質的改革

量的改革だけではなく、質的改革を併せて実行。

新たな組織運営に転換し、組織力を向上。 

人員削減 

給与カット 

＋

組織変革 

人事制度改革 

関西州の一翼を

担う組織に転換 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

890 人削減 

(Ｈ20 比約 9％削減)

組織変革～関西州・地域主権の実現をめざし、よりスリムな体制へ～ 

遅くともＨ３０ Ｈ２0   Ｈ２１   Ｈ２２   Ｈ２３   Ｈ２４   Ｈ２５ 

大阪府一般行政部門 

（学校・警察除く） 

の職員数 

10,223 人

約 9,400 人 

全市町村に特例市並みの    大阪府でなくては担えない事務を除く 

権限移譲の実現（1672 条項）   全ての事務の市町村移譲を実現 
府内市町村が

中核市に 

大阪市との新たな関係づくり 新たな大都市

制度の実現 

関西州の実現
関西広域連合の設置

関西広域連合の拡充 

平成 14 年度からの 10 年間で、6,200 人削減 

5,313 人削減        約 890 人削減 

市町村への権限委譲や「民でできることは民」の視点でアウトソーシング・ 

業務の効率化を進め、さらに、組織をスリム化 

国の出先機関の見直しによる権限・財源等の大阪府等への移譲に応じて、 

大阪府の組織体制やスリム化の進捗等を弾力的に見直し 

国からの移譲（道路河川等）により増 

 
 

 
 

全市町村の中核市移行（すべての府

保健所の移譲等）により、さらに減 

国 

府 

市町村 

国 

関西州 

市町村 

国の出先機関の見直し

関西州の実現により、

大阪府は発展的解消 

＜組織戦略の策定スケジュール＞ 
今年度策定する「府政運営の基本方針（大阪維新 2010）」の策定スケジュール（７月素案、１１月成案）と同時並行して、策定。 

（参考） 

H21～29 末 

退職見込（早期含） 

約 4,500 人 
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